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「コーポレートガバナンス・ガイドライン」制定のお知らせ 

 
 当社は、本日開催の取締役会にて、当社における「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制

定しましたので、下記のとおりお知らせ致します。 

 
 

記 

 
本ガイドラインは、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るため、東京証券取引所が定

める「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨・精神を踏まえつつ、当社におけるコーポレートガ

バナンスの基本的な考え方、枠組み及び運営方針等を定めております。 

 
 
【「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の構成】 

第 1 章 総則 
第 2 章 株主の権利・平等性の確保 
第 3 章 取締役会等の責務  

 
詳細は添付の「コーポレートガバナンス・ガイドライン」をご参照願います。 

 
以 上 
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序 文  

本ガイドラインは、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るため、東京証

券取引所が定める有価証券上場規程別添の「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨・

精神を踏まえつつ、当社におけるコーポレートガバナンスの基本的な考え方、枠組み 

及び運営方針等を定めるものです。 

 
第１章 総則 

（コーポレートガバナンスの基本的な考え方） 

第１条 当社は、株主、顧客、従業員、地域社会など様々なステークホルダーとの関係 

を重視し、次に掲げる当社経営理念のもと、誠実かつ公正な企業活動を遂行する 

ことがコーポレートガバナンスの基本であり、最も重要な課題であると考えます。 

〈経営理念〉 

・リース事業を通じて企業活動をサポートし、社会の発展に貢献する。 

・顧客第一主義に徹し、最高のサービスを提供する。 

・創造と革新を追求し、株主・市場から評価される企業を目指す。 

・自ら考え積極的に行動する社員を育て、働き甲斐のある職場を創る。 

 

(企業行動規範)  

第２条 当社は、倫理綱領として「芙蓉総合リースグループの企業行動規範」を定め、 

当社及び当社グループの取締役、執行役員及び従業員は、これを誠実に遵守・ 

実践します。 

 

第２章 株主の権利・平等性の確保 

（株主の平等性の確保） 

第３条 当社は、全ての株主に対して実質的な平等性を確保するとともに、株主の権利

の確保と適切な権利行使のための環境整備に努めます。 

 

（株主総会） 

第４条 当社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識し、株主との

対話の充実や正確かつタイムリーな情報提供に努め、株主総会における議決権 

行使等に係る適切な環境整備を行います。 

 

（株主との対話） 

第５条  当社は、IR活動等を通じて、当社の経営戦略や財務状況等に関する情報を公平 

かつ適切に開示するとともに、株主・投資家からの信頼と適切な評価を得るべく、 

対話を充実します。 

  ２  前項のために、当社はIR担当役員を指名しこの任に当たらせるとともに、 

経営企画部内にコーポレートコミュニケーション室を設置し、当社及びグループ 

会社からの横断的な情報収集を図り、IR活動等を実施します。 
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３  これらIR活動等を通じて収集した有益な情報については、企業価値向上に 

資するべく、適宜必要に応じて取締役会等にフィードバックを行います。 

４ 当社は、情報開示に関して、ディスクロジャー・ポリシー（未公表の重要事実 

の取扱いを含む）を定め開示します。 

 

（株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針） 

第６条 当社は、純投資以外の政策保有株式に関しては、業務提携や取引の維持・強化 

等事業上のねらい・必要性があり、かつ将来的に当社グループの企業価値向上に 

資すると判断される株式について、保有する方針とします。 

また、主要な政策保有株式について、中長期的な経済合理性や将来の見通しの 

検証を行います。 

  ２  政策保有株式の議決権行使については、議案の内容が当社グループの保有目的 

に適合するか、投資先企業の企業価値の維持・向上に資するものか、株主価値を 

不当に毀損する懸念がないか等を総合的に判断して行います。 

 

（関連当事者間の取引） 

第７条 当社は、主要な株主等関連当事者との取引については、原則として通常一般 

の取引条件で行います。また、取締役は当社と利益が相反する取引を行う場合に 

は、取締役会の承認を得なければならないこととします。 

 

第３章 取締役会等の責務 

（取締役会の役割・責務） 

第８条 取締役会は、重要な業務執行に関する当社の意思を決定し、取締役及び執行 

役員の職務の執行を監督します。  

２ 取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当社の持続的成長 

と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、 

次の事項をはじめとする役割・責務を適切に果たします。  

（１）当社の目指す姿を示すこと。  

（２）経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備を含む業務の適正を確保 

する体制の整備を図ること。  

（３）独立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督を行うこと。  

３ 取締役会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論・ 

意見交換を尊ぶ気風の醸成に努めます。 

４  取締役会は、法令または定款に定めるもののほか、別途定める取締役会規程（注₁） 

に基づき、適切かつ効率的な機関運営を行います。 

 

（取締役会の構成） 

第９条  取締役会は、取締役会の全体としての多様な知見・専門性を備えたバランスの

取れた構成を図るとともに、定款の定める範囲内で、取締役会の機能が効果的・

効率的に発揮できる適切な員数を維持します。  
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２  取締役会は、東京証券取引所が定める「上場管理等に関するガイドライン」に

規定された独立性基準を踏まえ、社外取締役の独立性に関する基準（以下「独立

性基準」という。）を定め（別紙ご参照）、開示します。 

３ 取締役会は、株主の権利の保護、一般株主の利益に十分配慮した規律を確保す

るとともに、社外の視点を経営の意思決定、監督機能の強化に繋げるため、独立

性のある社外取締役を複数名置くこととします。  

 

（取締役の資格及び指名手続） 

第10条  当社の取締役は、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理

観を有している者とします。 

  ２ 取締役候補者の選定に当たっては、性別、年齢、国籍等を問わず人物本位と 

するが、多様性にも配慮します。 

   ３  取締役候補者は、公正かつ透明性を図るため、本ガイドライン第12条に規定 

する指名・報酬等諮問委員会での審議を経て、取締役会において決定します。  

 

（監査役の資格及び指名手続） 

第11条  当社の監査役は、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理 

観を有している者とします。当社の監査役のうち最低１名は、財務・会計に 

関する適切な知見を有している者とします。 

  ２ 監査役候補者の選定に当たっては、性別、年齢、国籍等を問わず人物本位と 

するが、多様性にも配慮します。 

３  監査役（含む、補欠監査役）候補者は、公正かつ透明性を図るため、本ガイド 

ライン第12条に規定する指名・報酬等諮問委員会で審議し、監査役会の同意 

を経た上で、取締役会で決定します。 

 

（指名・報酬等諮問委員会の設置） 

第12条 当社は、取締役会の任意の委員会として、指名・報酬等諮問委員会を置きます。 

２ 指名・報酬等諮問委員会は次の事項を審議し、取締役会に答申します。 

（１）取締役候補者・監査役候補者の選定 

（２）取締役の報酬  

（３）最高経営責任者の後継者計画 

（４）取締役会全体の実効性についての分析・評価  

（５）その他取締役会が諮問する事項 

３ 指名・報酬等諮問委員会の委員の過半数は独立社外取締役とします。 

 

（取締役の責務） 

第13条 取締役は、株主により選任された経営の受託者であるとの自覚のもと、善管注 

意義務及び忠実義務を負うとともに、ステークホルダーとの適切な協働を確保 

しつつ、当社及び株主共同の利益のために行動します。  
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（社外取締役） 

第14条 社外取締役は、特に次の観点からの役割・責務を果たすことが期待されること 

を認識し、職務の適切な執行に努めます。  

（１）自らの知見に基づき、当社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上 

を図る観点から適切な助言を行うこと。  

（２）経営陣の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を 

行うこと。  

（３）当社と経営陣・主要な株主等との間の利益相反を監督すること。  

（４）経営陣・主要な株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステーク 

ホルダーの意見を取締役会に適切に反映させること。  

２ 社外取締役は、監査役・監査役会、会計監査人、監査室との連携を図り、 

情報の入手に努めます。 

また、社外取締役は、必要に応じ、社外取締役間で、または社外取締役と社外 

監査役との間で、情報交換・認識共有を行います。 

 

（監査役・監査役会の責務） 

第15条 監査役及び監査役会は、取締役の職務の執行の監査、外部会計監査人の選解任、 

監査報酬に係る権限の行使などの役割・責務を果たすに当たって、株主に対する 

受託者責任を踏まえ、独立した客観的な立場において適切な判断を行い、取締役 

会においてあるいは経営陣に対して適切に意見を述べます。 

２ 前項にあたり、社外監査役は、その独立性、選任された理由等を踏まえ、 

中立の立場から客観的に監査意見を表明することが特に期待されていることを 

認識し、職務の適切な執行に努めます。 

 

 (会計監査人)  

第16条  当社は、会計監査人が、会計監査を通じた財務報告の信頼性確保を担う重要な 

役割を負っているとの認識のもと、監査役会において適切に選解任・不再任の 

決定をします。  

 ２  当社は、会計監査人に対し、経営陣、監査役やその他監査に際し必要な部署等 

との面談機会、十分な監査時間の確保など、高品質な監査を可能とする監査環境 

の提供に努めます。 

 

（取締役及び監査役へのトレーニング） 

第 17 条 当社は、新しく社外から招聘した取締役及び監査役に対し、就任後相当期間

内に、当社の事業概要・財務状況・組織等について必要な知識を習得する機会

を提供します。 

   ２ 当社は、取締役及び監査役が、期待される役割及び責務を適切に果たすため、

その役割・責務に係る理解を深めることを目的として、法令上の権限及び責務

等に関する知識を習得する機会を提供するとともに、必要に応じて外部機関の

研修も活用し、その費用の支援を行います。 
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（取締役会の実効性評価） 

第18条 取締役会は、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その 

結果の概要を開示するとともに、必要な改善を図ります。 

 

（取締役等の報酬等） 

第19条  取締役の報酬については、別途役員報酬規則を定め、報酬と当社の業績及び 

株主利益の連動性を高めることにより、業績向上及び株価上昇への意欲や士気を 

高め、「安定した業績と成長を確保し、企業価値を高めていく」という企業目標 

の達成を推進する観点から、固定報酬として支給する基本報酬のほかに変動報酬 

として業績連動報酬及び株式報酬を導入しています（注₂）。  

２  社外取締役及び監査役の報酬については、短期インセンティブや 

エクイティ報酬の考え方が馴染みにくいため、固定報酬のみとしています。 

３ 取締役の報酬は、株主総会において決議された年間報酬限度額の範囲内に 

おいて、第１項に定める規定にもとづき算定された額の適切性、妥当性に関し、 

第12条に定める指名・報酬等諮問委員会における審議を行い、客観性と透明性を 

確保のうえ、取締役会で決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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(注₁)取締役会規程には、開催、招集、決議の方法ならびに付議事項など、会の運営に必要な 

事項を定めています。取締役会が取締役会自身として決議する主な事項は次のとおりで 

あり、他は取締役社長（代表取締役）に委任しています。 

①中期経営計画、年度基本方針、年度予算の設定・変更 

②株主総会の招集・議案 

③代表取締役・役付取締役の選定・解職 

④執行役員、支配人その他の重要なる使用人の選任・解任ならびに役付執行役員の 

選定・解職 

    ⑤取締役と会社間の取引の承認 

     ⑥取締役の競業取引の承認 

       ⑦株式に関する重要な事項 

  ⑧支店その他事業所の設置・移転・廃止 

⑨重要なる財産の処分・譲受 

⑩多額の借財 

⑪計算書類等および連結計算書類の承認 

⑫業務の適正を確保するための体制整備 

⑬業務執行に関する重要事項 

⑭その他法令、定款または株主総会の決議において定める事項 

⑮その他取締役が取締役会に付議すべきと認める重要な事項 

 

（注₂）１．業務執行取締役及び執行役員に支給する報酬は次の３つによって構成します。 

①基本報酬 

②業績連動報酬：「短期インセンティブ報酬（年次賞与）」 

③株式報酬：「中長期インセンティブ報酬（株式報酬型ストックオプション）」 

     ２．報酬ミックスについては、基本報酬１に対し、変動報酬 0.5。 

業績連動報酬と株式報酬の割合は４：６。 
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別紙 

 

【独立性基準】 

当社取締役会は、当社の社外取締役または社外監査役（以下、併せて「社外役員」といいます）

が次のいずれかに該当する場合、独立性の要件を満たしていないと判断します。  

１．当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」といいます）の業務執行者 

２．当社グループを主要な取引先とする者またはその業務執行者  

３．当社グループの主要な取引先またはその業務執行者  

４．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、 

会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、 

当該団体に所属する者をいいます）  

５．当社の大株主またはその業務執行者 

６．当社グループから多額の寄付を受けている者またはその業務執行者 

７．社外役員の相互就任関係となる他の会社の業務執行者 

８．近親者（近親者とは二親等以内の親族をいいます）が上記１から７までのいずれか（４ 

及び５を除き、重要なものに限ります）に該当する者 

９．過去３年間において、上記２から８までのいずれかに該当していた者 

10．上記１から７において、当社が独自の判断として、独立性を判断する基準は以下のとおり 

とします。 

なお、形式的に独立性に抵触する場合であっても、他の合理的な理由を含めて総合的に 

判断した結果、実質的に独立性があると判断される場合には、その理由を明らかにすること 

によって独立性を認める場合があります。  

（1）過去において、上記１に該当している者は、会社法第２条の定める社外役員の適格性を 

満たす場合、独立性を認めます。  

（2）上記２及び３における、「主要な取引先」の解釈は、役務の提供等に伴う金銭その他 

の財産授受に関し、継続して（継続が見込まれる場合を含みます）、直近の事業年度の 

年間連結総売上高の１％以上となる取引がある場合には主要な取引先とみなします。  

（3）上記４における「多額の金銭その他の財産を得ている」基準は、過去３年平均により年間 

1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ているか否かにより、独立性を判断します。  

（4）上記５における「大株主」とは、議決権比率が１０％を超える株主をいいます。  

（5）上記６の「寄付を行っている先またはその業務執行者」において、過去3年間平均により 

年間1,000万円を超える寄付を行っている場合には、独立性に疑義があるものとみなします。 

（6）上記７の「相互就任の関係にある先」のうち、双方が継続して相互に選任し、かつ、 

当社出身以外の社外役員が複数人存在しない場合など、密接な関係が認められる場合には、 

独立性に疑義があるものとみなします。  

 

以上 
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